
　重点目標一覧表 担当部局名 市民参加協働部・上田地域自治C

【平成２７年度重点目標】 【平成２８年度重点目標】

重点目標 重点目標
期限・数値目標等

①年度末まで

②年度末まで

③年度末まで

④第６期（H28～H29）の間

重点目標 重点目標
期限・数値目標等

①年度末まで

②年度末まで

③年度末まで

重点目標 重点目標
期限・数値目標等

①年度末まで

②年度末まで

③年度末まで

重点目標 重点目標
期限・数値目標等

①人権相談　常設相談、特設相談の実施

②ﾌｪｽﾀ等1回、講座2回、講演会2回開催

　第3次男女共同参画計画3月までに策定

③原爆パネル展の開催（4か所）

④主催講座14講座・女性相談を週2回開催

重点目標 重点目標
期限・数値目標等

①総会1回、理事会4回開催

②ﾌｪｽﾀ1回、講演会1回、交流会3回

③講座2ｺｰｽ、学校等へﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ派遣

④広報紙毎月発行、ﾒｰﾙ配信170人

⑤ﾌﾞﾛｯｸ会議5回、全体会2回参加

※ 評価基準［◎：目標を上回る達成］［○：目標どおり達成］［△：目標未達成の部分あり］［×：全て目標未達成］

市長指示事項 市長指示事項

１

地域内分権確立に向けた地域の自治の推進
具体的な重点取組項目（箇条書き） 達成状況・達成度 具体的な重点取組項目（箇条書き）

①住民自治組織の設立促進 ①住民自治組織の設立促進 ①住民自治組織の設立促進と組織運営の定着化

　・ﾓﾃﾞﾙ地区（神科・豊殿、川西、丸子地域）での地域経営会議

　　地域経営会議設立促進 　設立 ②地域担当職員の配置

②地域担当職員の配置 ②6地域に地域担当職員を配置し、地域 　住民自治組織の運営支援、地域経営会議又は住民自治組織の設立を促進

・川西及び丸子地域で住民自治組織設立 　・住民自治組織初年度のまちづくり計画策定等の活動を支援

　　運営支援及び住民自治組織の設立促進 ・神科・豊殿地域は地区連単位で設立の見通し 　・城南、塩田、真田、武石地域での地域経営会議運営支援

　・ﾓﾃﾞﾙ地区を除く6地域（中央、西部、城南、塩田、真田、武石）で ・城南、塩田、真田、武石4地域で地域経営会議 　・中央、西部地域で地域経営会議設立促進

　　一括交付金制度の制度設計 （H28は、組織定着化のための交付金を措置） 　向けた検討

④地域協議会の今後のあり方の検討

　　住民自治組織又は地域経営会議の設立を促進 　経営会議や住民自治組織の設立を支援 ③地域予算の確立

③地域予算の確立 ③交付金制度確立に向けた検討を継続 　設立された住民自治組織への交付金による支援、交付金制度確立に

　広報等で市民周知、職員研修を実施 　・自治基本条例の浸透・周知（逐条解説の改訂など）

　・自治会のコミュニティ活動支援 ・ｺﾐｭﾆﾃｨ活動交付金等で自治会を支援 　・自治会のコミュニティ活動支援（各種助成、情報提供など）

　・見直し規定により自治基本条例の実効性等を検証 ・検証委員会で条例を検証し、条項を改正 　・協働のまちづくり指針に基づく環境づくり（協働ﾌｫｰﾗﾑ開催など）
２

参加と協働のまちづくりの推進
具体的な重点取組項目（箇条書き） 達成状況・達成度 具体的な重点取組項目（箇条書き）

①自治基本条例「参加と協働」理念の具体化 ①協働指針について、自治会連合会等の場や ①自治基本条例の基本理念「参加と協働」の具体化

　・「市民協働指針」の周知、環境づくりの実施

　一般向け講座に加え、修了者向け講座を新たに開催 　ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ講座開催（実人数17人） 　・地域づくり人材育成講座の開催、人材バンク制度の検討

③わがまち魅力アップ応援事業による地域の主体的な取組の促進 ③年3回募集を行い、124件、補助総額6,733万円余 ③わがまち魅力アップ応援事業による地域の主体的な取組の促進

　・パブリックコメント制度化の検討

②地域リーダーの育成 ②一般講座開催（実人数55人　修了者11人） ②地域リーダーの育成・確保

  の事業支援、事例集700部発行

３

住民自治に向けた取組への支援
具体的な重点取組項目（箇条書き） 達成状況・達成度 具体的な重点取組項目（箇条書き）

①地域おこし協力隊事業等による地域活動への支援及び地域経営

　地域自治を担う組織づくりに向けた検討の推進 (塩田地域自治ｾﾝﾀｰ) 塩田地域自治組織設立検討委員会が設立 　住民が主体となった自治の仕組みづくりの検討 (塩田地域自治ｾﾝﾀｰ)

③地域おこし協力隊事業等による地域活動への支援及び地域経営会議の運営 ③協力隊員1名採用して地域活動を支援 ③住民自治組織の活動が円滑に行われるための支援及び地域おこし

①協力隊の積極的な地域活動への取組 ①住民自治組織の設立及び設立後の組織の支援並びに地域おこし

　会議の運営支援を通じた住民自治組織の設立促進 (豊殿地域自治ｾﾝﾀｰ) 　住民自治組織の設立準備促進 　協力隊事業等による地域活動の支援 (豊殿地域自治ｾﾝﾀｰ)

②地域活動への支援を通じた地域団体のﾈｯﾄﾜｰｸ化の促進、及び ②地域自治を担う組織づくりの検討組織として、 ②地域活動への支援を通じた地域におけるまちづくりの機運の醸成及び

　支援を通じた住民自治組織の設立促進 (川西地域自治ｾﾝﾀｰ) 　地域経営会議を支援し住民自治組織が発足 　協力隊事業等による地域活動への支援 (川西地域自治ｾﾝﾀｰ)

②多文化共生のまちづくりに係る市民の理解と参画の促進

外国籍市民への支援と多文化共生のまちづくり

４

人権が尊重され男女がともに参画できるまちづくり
具体的な重点取組項目（箇条書き） 達成状況・達成度 具体的な重点取組項目（箇条書き）

①人権に関する相談・支援体制の整備・充実

③平和啓発のための市民団体との協調 ③原爆パネル展の開催（4か所） ③平和啓発のための市民団体との協調

④市民プラサﾞ・ゆう事業の推進 ④主催講座13回、女性相談等（216件）開催 ④市民プラサﾞ・ゆう事業の推進

①人権相談　常設相談、特設相談の実施 ①人権に関する相談・支援体制の整備・充実

②男女共同参画啓発事業の推進 ②フェスタ１回、講座6回、講演会2回 ②男女共同参画啓発事業の推進

　第３次男女共同参画計画策定のための市民意識調査の実施 10月に市民意識調査の実施、3月に報告書作成 　第３次男女共同参画計画策定

人権が尊重され男女がともに参画できるまちづくり

住民自治に向けた取組への支援

参加と協働のまちづくりの推進

地域内分権確立に向けた地域の自治の推進

⑤外国人集住都市会議と連携した国等への要望の実施 ⑤ブロック会議5回、全体会2回参加 ⑤外国人集住都市会議と連携した国等への要望の実施

・地域担当職員配置の考え方について検討すること。・地域予算一括交付金制度の制度設計について確立できるよう取り組むこ
と。・協働の推進に当たっては、共に取り組むという姿勢を市民に示すことが大切。・地域リーダーの育成について、意欲をくみ
上げ実践・活躍につながるよう工夫すること。・地域おこし協力隊の募集については総務部門と連携し取り組むこと。

・中央、西部地域の地域経営会議設立に向け努力すること。・住民自治組織への交付金制度確立に向けきちんと取り組む
こと。・外国籍市民が主体的な問題と行政が支援できる課題を整理し、関係部署と連携して取り組むこと。

②フェスタ1回、講演会1回、交流会3回 ②多文化共生のまちづくりに係る市民理解の促進と自立支援

③外国籍市民の日本語習得事業の充実と第二世代(子ども)の育成 ③講座2コース、学校等へボランティア派遣 ③外国籍市民の日本語習得事業の充実と第二世代(子ども)の育成

④外国籍市民への情報提供と相談窓口（3人体制）の充実 ④広報紙毎月発行、メール配信170人 ④外国籍市民への情報提供と相談窓口の充実

５

外国籍市民の自立と社会参加による多文化共生のまちづくり
具体的な重点取組項目（箇条書き） 達成状況・達成度 具体的な重点取組項目（箇条書き）

①「上田市多文化共生推進協会」による多文化共生事業の推進 ①総会1回、理事会5回開催 ①「上田市多文化共生推進協会」を核とした多文化共生事業の推進
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